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１ 計画策定の趣旨 

 

男女共同参画社会は、全ての個人が性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できる社

会です。1999 年（平成 11 年）に男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）が公布・

施行され、男女共同参画社会の実現は、社会全体で取り組むべき最重要課題であると位置づけら

れました。 

2003 年（平成 15 年）、内閣府男女共同参画推進本部は、「社会のあらゆる分野において、2020

年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも 30％程度になるよう期待する」とい

う目標を設定するとともに、基本法に基づく男女共同参画基本計画の策定や成長戦略等を通じた

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）※などのさまざまな取組を進めてきました。 

それらを踏まえ、愛荘町（以下「本町」という。）では、「できることからはじめよう!! 男女（と

も）に築く 愛のまち」を基本理念に掲げ、一人ひとりが意識を高め、お互いを思いやりながら行

動していくことで、それらが家庭・地域・学校・職場などに広がり、男女共同参画社会の実現に

つながるものと考え、2009 年（平成 21 年）に「愛荘町男女共同参画推進計画」を策定し、男

女共同参画に関する施策を推進してきました。 

2015 年（平成 27 年）８月には、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の

策定を事業主に義務付ける、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律

第 64 号。以下「女性活躍推進法」という。）が成立し、我が国における男女共同参画社会の実現

に向けた取組は新たな段階に入りました。 

このような状況の下、2018 年度（平成 30 年度）で現行計画の計画期間が終了することから、

近年の長時間労働等を背景とした男女の仕事と生活を取り巻く状況、М字カーブ問題や働き方の

二極化、女性のライフスタイルや世帯構成の変化への対応等、さまざまな側面からの課題に的確

に対応し、男女共同参画社会の実現に向けて、具体的な施策や事業を総合的かつ計画的に推進し

ていくために、「第２次愛荘町男女共同参画推進計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

  

 
 
※ ポジティブ・アクション（積極的改善措置）：さまざまな分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を

改善するため、必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供する

もの。 積極的改善措置の例としては、国の審議会等委員への女性の登用のための目標の設定や、女性国家公務

員の採用・登用の促進等が実施されている。男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は国の責務として

規定され、また、国に準じた施策として地方公共団体の責務にもなっている。 
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 ２ 計画の性格と位置づけ 

（１）市町村男女共同参画計画としての位置づけ 

本計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第３項に基づく「男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画」として位置づけるものです。 

 

（２）法令および関連計画との関連性 

本計画は、男女共同参画社会基本法、国の第４次男女共同参画基本計画およびパートナーしが

プラン 2020（滋賀県男女共同参画計画）を踏まえ、「第２次愛荘町総合計画」（2018 年（平成

30 年）９月）を上位計画として、関連諸計画との整合性を図っています。 

 

（３）愛荘町 DV 対策基本計画としての位置づけ 

本計画の基本目標Ⅲの「誰もが安心して暮らせる社会づくり」に関連する部分は、本町におけ

る配偶者からの暴力の防止、被害者の保護・支援に関する基本的な考え方および施策の方向性を

示すものとして、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第

31 号。以下「DV 防止法」という。）第２条の３第３項に基づく基本計画と位置づけます。 

 

（４）愛荘町女性活躍推進計画としての位置づけ 

本計画の基本目標Ⅱの「誰もが参画できる環境づくり」に関連する部分は、女性活躍推進法第

６条第２項に基づく市町村推進計画と位置づけます。 

 

 

 

 

愛荘町ＤＶ対策基本計画 

愛荘町女性活躍推進計画 
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３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、2019 年度（令和元年度）から 2028 年度（令和 10 年度）までの 10

年間とします。なお、社会情勢や計画の進捗状況により必要に応じてその都度見直しを行うこと

とします。 

 

４ 計画策定の背景 

（１）世界の動向 

国際的な男女共同参画の取組は、国際連合が 1975 年（昭和 50 年）を「国際婦人年」と宣言

したことを契機に国際的な女性の地位向上の取組が本格化しました。 

2015 年（平成 27 年）3 月には、第 59 回国連婦人の地位委員会（「北京＋20」）が開催され、

「北京宣言及び行動綱領」や「女性 2000 年会議」成果文書の実施状況および評価等を実施し、

「第 4 回世界女性会議 20 周年における政治宣言」等が採択されました。このように、国連の主

導により女性の地位向上のための国際的な取組が行われています。 

 一方、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が 2018 年（平成 30 年）12 月に発表した「ジェンダ

ー・ギャップ指数※」では、日本は 149 か国中 110 位という結果で、過去最低を更新した 2017

年（平成 29 年）の 114 位より４ランク浮上したものの、依然Ｇ７では最下位となっています。 

日本は教育・健康分野でこそ高い水準を維持していますが、経済・政治分野の値が著しく低く、

総合的に男女の格差が大きい状況となっています。経済分野では、「経済参加率（79 位）」、「同

一職での賃金格差（45 位）」、「収入格差（103 位）」の値は世界平均を上回っていますが、平均

を下回る項目として「専門職や技術職の男女比（108 位）」があり、さらに「管理職の男女比（129

位）」の値は著しく低く、男女格差が大きい状況になっています。また、政治分野では、「国会議

員の男女比（130 位）」、「閣僚の男女比（89 位）」、「過去 50 年間の首相の男女比（71 位）」の

すべての項目で世界平均を下回っており、女性の政治参加が著しく遅れています。 

 
 
※ ジェンダー・ギャップ指数：スイスのジュネーブに本部を置く世界経済フォーラム（WEF）が、各国内の男女

間の格差を数値化し、順位付けした指数。経済、教育、健康、政治の分野別の男女比を基に算出する。 
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（２）国の動向 

①  第 ４ 次男 女 共同参 画 基 本 計画 の 策定  

1999 年（平成 11 年）に「男女共同参画社会基本法」が制定され、2000 年（平成 12 年）に

「男女共同参画基本計画」が策定され、以降の改定を経て、2015 年（平成 27 年）12 月に「第４

次男女共同参画基本計画」が策定されました。 

 

 

②  女 性 活躍 推 進法の 成 立 

2015 年（平成 27 年）８月に、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策

定を事業主に義務付ける「女性活躍推進法」が成立しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  子 育 て支 援 の推進  

 2015 年（平成 27 年）度より「子ども・子育て支援法」（平成 24 年法律第 65 号）に基づ

く、子供・子育て支援新制度がスタートし、保育・学校教育が質・量共に確保され、地域の子ど

も・子育て支援の充実が推進されています。また、「次世代育成支援対策推進法」（平成 15 年法

律 120 号）は期間延長されたほか、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）※」のさ

らなる推進が求められています。 

本町においても、2015 年（平成 27 年）３月に「愛荘町子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、さまざまな子育て支援施策を推進しています。 

 

  

 
 
※

 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）：働きながら私生活も充実させられるように職場や社会環境を

整えること。労働者には家庭や地域活動などに参加できる機会が与えられ、事業者にとっても生産性の向上、

優秀な人材の確保などにつながるとされる。 
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④  DV 対策 と ス トー カ ー 規 制の 強 化 

 「ＤＶ防止法」は、平成 25 年改正により、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力を法の

対象に含められました。また、令和元年改正により、被害者保護のための連携協力機関に児童相

談所が明文化され、被害者保護の適用対象については被害者の同伴家族が含められました。 

 「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（平成 12 年法律第 81 号）は 2016 年（平成 28

年）12 月に改正され、連続的なＳＮＳ※へのメッセージ送信やブログへの書き込みなども規制対

象行為に含められました。また、警察署長等から加害者に対し警告を経ずに禁止命令を行うこと

も可能となった他、緊急の場合、禁止命令等の事前手続きとして必要であった被害者への聴聞が

事後化できるようになりました。その他、厳罰化や被害者の告訴がなくても「ストーカー行為」

に対する捜査・起訴・処罰ができるようになりました。 

 

⑤  防 災 計画 等 におけ る 男 女 共同 参 画の 視 点 

 国の「防災基本計画」においては、東日本大震災の発生後、避難所における女性や子育て家庭

などへの配慮や、応急仮設住宅等における心のケア等、男女共同参画の視点による計画の改善が

行われました。さらに、国の第４次男女共同参画基本計画においても、「男女共同参画の視点に立

った防災・復興体制の確立」を政策領域に加え、「各種制度・計画等への男女共同参画の視点の反

映」「防災・復興の現場の男女共同参画」が組み込まれました。 

 

⑥  政 治 分野 に おける 男 女 共 同参 画 の推 進 に 関 する 法 律の 成 立 

社会の対等な構成員である男女が公選による公職等として政策の立案・決定に共同して参画す

ることが、多様な国民の意見が的確に反映されるために一層重要となることに鑑み、政治分野に

おける男女共同参画を効果的かつ積極的に推進し、男女が共同して参画する民主政治の発展に寄

与することを目的に、政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が 2018 年（平成 30

年）５月に公布・施行されました。 

 

⑦  働 き 方改 革 関連法 の 施 行 

 2019 年（平成 31 年）４月から働き方改革関連法が順次施行され、残業時間の上限規制や、年次

有給休暇の確実な取得、正社員と非正規社員の不合理な待遇差を解消する「同一労働同一賃金」の導

入により、日本の労働慣行は大きな転換期を迎えました。 

 

 

 

  

 
 
※ ＳＮＳ（social networking service）：Ｗｅｂ上で社会的ネットワークを構築可能にするサービス。 
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（３）滋賀県の動向 

滋賀県では、2001 年（平成 13 年）に「滋賀県男女共同参画推進条例」を制定し、翌年施

行しました。2016 年（平成 28 年）には「パートナーしがプラン 2020（滋賀県男女共同参

画計画・滋賀県女性活躍推進計画）」を策定し、「あらゆる場面で『男女共同参画』を実感でき

る滋賀へ～男女共同参画で、夢や希望に満ちた新しい豊かさを～」を目標に掲げ、県民一人ひ

とりが持てる個性や能力を存分に発揮し、互いが生きがいをもって意欲的に暮らすことができ

る男女共同参画社会の実現に向け、総合的かつ計画的に施策を推進していくこととしています。 

 

▼パートナーしがプラン 2020「重点施策と取組の方向」 

 

 


